
平成２８年度　年度計画に係る業務実績評価ランク一覧表

分野
年度計画

番号
中期目標 中期計画 年度計画 担当委員会自己評定

計画・評価委員会
評価ランク

関係委員会

教育

A-1-1 海洋及び海洋に関連する分野に強い関
心を抱き、高い志と資質を有する者
を、社会的責任を持って的確に教育す
る。

【学士課程・大学院課程】
学長のリーダーシップの下、ビジョン
２０２７に掲げる国際的な基準を満た
す質の高い教育を実施するため、教学
マネジメントシステムを改善するとと
もに、ディプロマ・ポリシー及びカリ
キュラム・ポリシーの点検・改善等を
行い、それに沿ったカリキュラムを整
備していくことにより、海洋分野で世
界をリードする独創的な教育プログラ
ムを構築する。

平成２９年度の環境・エネルギーに関
する新学部設置を柱とする大学改革に
伴う新たな教育課程に適合するディプ
ロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポ
リシーを策定する。また、教学マネジ
メントシステムがより実効性のあるも
のとなるように見直しする。 Ⅲ Ⅲ

〇全学教育・
ＦＤ委員会、
大学院教務委
員会、（学
部）教務委員
会、（学部）
教養・基礎教
育委員会

教育

A-2-1 海洋及び海洋に関連する分野に強い関
心を抱き、高い志と資質を有する者
を、社会的責任を持って的確に教育す
る。

【学士課程・大学院課程】
海洋、海事、水産分野において、グ
ローバルに活躍する高度専門職業人と
して高い能力・素養を身に付けさせる
ため、学士課程から大学院課程までの
教養教育を確立する。

高度専門職業人に求められる教養教育
を検討し、カリキュラム・ポリシーの
見直しを検討する。

Ⅲ Ⅲ

〇全学教育・
ＦＤ委員会、
大学院教務委
員会、（学
部）教養・基
礎教育委員会

教育

A-3-1 海洋及び海洋に関連する分野に強い関
心を抱き、高い志と資質を有する者
を、社会的責任を持って的確に教育す
る。

【学士課程・大学院課程】
高度専門職業人を育成するために、学
士課程においては専門分野の基礎的な
教育を行い、大学院前期課程では専攻
分野を絞って深化させた教育を一体的
に進めることにより、効率的・体系的
なカリキュラムを実現する。

学士課程及び大学院前期課程のカリ
キュラムを検証し、カリキュラム・ポ
リシーを見直すとともに、学部４年
間、学部・博士前期課程６年間でそれ
ぞれ育成すべき人材像を明確化する。 Ⅲ Ⅲ

〇全学教育・
ＦＤ委員会、
大学院教務委
員会、（学
部）教務委員
会、（学部）
教養・基礎教
育委員会

教育

A-4-1 海洋及び海洋に関連する分野に強い関
心を抱き、高い志と資質を有する者
を、社会的責任を持って的確に教育す
る。

【水産専攻科・乗船実習科】
海技士の資格に関する国際基準
（STCW条約（1978年の船員の訓練
及び資格証明並びに当直の基準に関す
る国際条約））を満足する教育だけで
なく、国際社会で活躍できる次世代の
船舶運航技術者を養成するため、学士
課程からの一貫した教育課程を通じ
て、上級生による下級生への実習指導
やグループ学習指導などのリーダー
シップを培う教育プログラムを構築す
る。

船舶職員養成施設として三級海技士に
求められる教育・訓練を十分に行うと
ともに、国際社会で活躍できる人材を
育成するため、学士課程とも連携し
て、リーダーシップを培う教育プログ
ラムを構築する。

Ⅲ Ⅲ

〇全学教育・
ＦＤ委員会、
水産専攻科委
員会、乗船実
習科委員会
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平成２８年度　年度計画に係る業務実績評価ランク一覧表

分野
年度計画

番号
中期目標 中期計画 年度計画 担当委員会自己評定

計画・評価委員会
評価ランク

関係委員会

教育

B-1-1 実践的指導力、豊かな人間性と幅広い
視野・能力と文化的素養を持ち、課題
探求、問題解決能力に優れ、国際社会
においても貢献できる人材を養成する
ために国際的教育水準に基づいて学
部・大学院教育の質を維持・向上させ
る。

【学士課程】
単位制度の実質化の観点から学生の学
習時間等の実態把握、授業計画の明確
化、必要な授業時間の確保などととも
に、学習到達度を学習支援システム
（授業計画等の確認、課題の提出・返
却、GPA(授業科目ごとの成績評価を
何段階かで評価するとともに、各段階
に数値を付与し、この数値の平均を算
出してその一定水準を卒業等の要件と
する制度)の確認等を行うことができる
教育支援ツール）等を活用すること
で、的確に把握・測定し、成績判定・
卒業認定を行う組織的な体制を整え
る。

平成２９年度の環境・エネルギーに関
する新学部設置を柱とする大学改革に
伴い、新たな教育課程の運営組織及び
教育支援体制について検討する。

Ⅲ Ⅲ

〇全学教育・
ＦＤ委員会、
（学部）教務
委員会

教育

B-2-1 実践的指導力、豊かな人間性と幅広い
視野・能力と文化的素養を持ち、課題
探求、問題解決能力に優れ、国際社会
においても貢献できる人材を養成する
ために国際的教育水準に基づいて学
部・大学院教育の質を維持・向上させ
る。

【学士課程・大学院課程】
国際通用性を高めるために、学事暦の
柔軟化、ナンバリング（難度や学習の
段階・順序に応じて、授業科目に番号
を付し教育課程を体系化する制度）の
導入等のほか、大学院課程にあって
は、前期課程の授業の英語化、討論型
授業への切替、海外大学とのダブル
ディグリー（単位互換等の活用によ
り、一定の教育プログラムの履修に対
して、複数の大学からそれぞれ授与さ
れる学位。）の実施など、学士課程に
あっては、段階的にTOEICなど外部英
語資格試験の一定水準以上のスコアを
進級あるいは卒業要件化するなど、教
育制度、教育内容の見直しを行い、国
際教育連携などを通して、教育の国際
展開力を向上させる。

学士課程から大学院課程まで体系的な
教育を行うため、コースナンバリング
の導入について、その具体的な方針等
を策定する。また、学事暦の柔軟化に
関しては、キャンパス間で学事暦の共
通化を検討する。
博士前期課程にあっては引き続き授業
の英語化と討論型授業への切替を進め
る。海洋科学部にあっては４年次進級
要件のTOEICスコアについて、海洋工
学部にあってはGLI(グローバル・リー
ダーシップ・イニシアティブ）につい
て、各々の課題の有無について検証す
る。また、ダブルディグリー等の共同
学位プログラムの実施に向けて、海外
の大学との連携協議を進める。

Ⅳ Ⅳ

〇全学教育・
ＦＤ委員会、
大学院教務委
員会、（学
部）教務委員
会

教育

C-1-1 海洋に関連する分野の職業人や一般人
を含めて生涯を通じた高度な知識の習
得及び社会との接続を意識した教育内
容を充実させ、社会における人材の高
度化・多様化に対応した教育を強化す
る。

【大学院課程】
グローバル社会人（日本を支え、世界
に通用する高度専門職業人）の育成の
ため、企業ニーズに符合したリカレン
ト教育（学校での社会人再教育）を産
学で連携して行う。また、公開講座等
の充実を図り、海洋・海事・水産に関
する教養、生涯学習の機会を提供す
る。

遠隔授業、授業収録システム、アク
ティブラーニング等を活用した教育シ
ステムについて検討する。
また、公開講座等について、教育内容
を充実させるため開催時期、開催方
法、講座内容等の課題を検討する。

Ⅲ Ⅲ

〇全学教育・
FD委員会、
大学院教務委
員会、社会貢
献委員会
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平成２８年度　年度計画に係る業務実績評価ランク一覧表

分野
年度計画

番号
中期目標 中期計画 年度計画 担当委員会自己評定

計画・評価委員会
評価ランク

関係委員会

教育

D-1-1 教育目的に的確に対応するために学内
及び学外の教育研究資源を有効活用し
た質の高い教育体制を構築する。

教育の質の改善を行うために、学生に
関する入試、修学、課外活動、就職等
の情報のほか、教職員の教育に関する
情報の収集・分析を行う仕組みを構築
する。

学務情報を一元的に収集・分析するた
めの情報管理体制を構築し、現状の学
務情報の入力・更新等の現状及び課題
の分析を行う。 Ⅲ Ⅲ

〇全学教育・
ＦＤ委員会、
全学入試委員
会、学生支援
委員会、進路
指導対策委員
会、IR室

教育

D-2-1 教育目的に的確に対応するために学内
及び学外の教育研究資源を有効活用し
た質の高い教育体制を構築する。

教育の質を高めるため、教員のFD
（ファカルティ・ディベロップメン
ト）研修及び初任者FD研修、職員の
SD（スタッフ・ディベロップメント）
研修の受講歴管理や研修内容の体系化
などFD・SD研修を強化する。

FD・SD研修の組織的な実施・運営体
制を検討するとともに、全学的な実施
方針を策定する。

Ⅲ Ⅲ

〇全学教育・
ＦＤ委員会、
事務局

教育

D-3-1 教育目的に的確に対応するために学内
及び学外の教育研究資源を有効活用し
た質の高い教育体制を構築する。

社会において求められる人材の高度
化・多様化を踏まえ、卒業後の就職、
就業に関する調査データ等をもとに、
教育PDCAサイクルを着実に実行し、
教育内容等の見直し、教育支援体制の
点検・改善を行い、全国平均を上回る
高い就職率を維持する。

教育内容の向上を図るための自己点
検・評価及び改善に資する適切な運営
体制を検討・構築する。

Ⅲ Ⅲ

〇全学教育・
ＦＤ委員会、
進路指導対策
委員会

教育

E-1-1 教育目的に的確に対応するためにICT
（情報通信技術）等を活用した教育支
援を強化するとともに、教育資源を大
学の枠を超えて有効活用し、質の高い
教育を行えるように施設・設備等の充
実を図る。

ICT（情報通信技術）等を活用した教
育支援等を強化し、eラーニング（パソ
コンやコンピュータネットワークなど
の情報通信機器を利用して行う教育方
法）や、遠隔キャンパス間をネット
ワークで接続して授業を行う遠隔授業
システムの活用を通じて、質の高い教
育を行えるよう、国の財政措置の状況
を踏まえた施設・設備等の整備を行
う。

品川・越中島キャンパス間に遠隔授業
システムを設置するとともに、ｅラー
ニングシステム、授業収録システムを
試行的に導入するなど、教育環境の充
実を図るとともに、学生の能動的な授
業への参加を促進するために、既存の
設備・機器等の充実を図る。

Ⅲ Ⅲ

〇全学教育・
ＦＤ委員会、
大学改革準備
委員会

教育

E-2-1 教育目的に的確に対応するためにICT
（情報通信技術）等を活用した教育支
援を強化するとともに、教育資源を大
学の枠を超えて有効活用し、質の高い
教育を行えるように施設・設備等の充
実を図る。

高度な専門的技術力とともに発想力・
実行力・経営力などの複合的な力を備
えた人材を育成するために、学生が時
間的・空間的な制約を受けることなく
幅広い分野の内容を学べるように、部
局横断的な教育を行える遠隔授業シス
テム等を導入するとともにその活用上
の改善を行う。

品川・越中島キャンパス間に遠隔授業
システムを設置し、学生の利便性を高
めるとともに、教育内容の向上を図
る。

Ⅲ Ⅲ

〇全学教育・
ＦＤ委員会、
大学改革準備
委員会
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平成２８年度　年度計画に係る業務実績評価ランク一覧表

分野
年度計画

番号
中期目標 中期計画 年度計画 担当委員会自己評定

計画・評価委員会
評価ランク

関係委員会

教育

E-3-1 教育目的に的確に対応するためにICT
（情報通信技術）等を活用した教育支
援を強化するとともに、教育資源を大
学の枠を超えて有効活用し、質の高い
教育を行えるように施設・設備等の充
実を図る。

実学教育を行うための船舶や試験水
槽、水圏科学フィールド教育研究セン
ター等の施設・設備及び海底まで含め
た資源開発に関する新たな成長産業に
対応した実践的能力を持った人材育成
のための実験、実習施設及び設備につ
いて国の財政措置の状況を踏まえた整
備、拡充を行うとともに学外施設・設
備の活用を行う。

新たに建造された海洋科学部附属練習
船神鷹丸を活用し、学生の乗船実習教
育の充実を図る。また、実学教育充実
のため新たな学外施設等を活用してい
くための課題等について整理する。

Ⅲ Ⅲ

〇全学教育・
ＦＤ委員会、
水圏科学
フィールド教
育研究セン
ター運営委員
会、船舶運航
センター運営
委員会、大学
改革準備委員
会

教育

F-1-1 教育力を強化するために教員の配置や
構成の多様化を実現する。

海洋・海事・水産の各分野において、
社会が求める研究者を含む高度専門職
業人を養成するため、教員配置戦略会
議（学外有識者を委員に加え、社会の
ニーズを取り込みつつ、学長が主導し
て教員人事を行う全学的な組織）にお
いて、学内資源配分を総点検し、学長
のリーダーシップの下、全学的な視点
から学内資源の再配分を行い、より戦
略的・重点的な教員配置を行う。

教員配置戦略会議で学内資源配分を点
検し、社会の求める人材・研究ニーズ
の検証及び多様性の検討を行い、教育
力強化に向けて全学的な視点から教育
重点再配分計画を策定する。

Ⅲ Ⅲ

〇事務局、全
学教育・ＦＤ
委員会

教育

F-2-1 教育力を強化するために教員の配置や
構成の多様化を実現する。

学生を鍛え上げ社会に送り出す教育機
能を強化するために、シラバスの見直
しやポートフォリオの構築などを通し
て、多様な教職員が協働して学生の修
学・生活指導に係わる修学支援体制を
整備する。

平成２９年度の環境・エネルギーに関
する新学部設置を柱とする大学改革に
伴い、修学支援体制を見直し、教職員
の協働体制を構築する。 Ⅲ Ⅲ

〇全学教育・
ＦＤ委員会、
学生支援委員
会

教育

G-1-1 学部学生、大学院生並びに留学生の学
習環境を改善するとともに、社会人・
職業人として、教育研究で得た知識と
技術を実務に活かせるように多様な選
択に対応した進路指導を充実させる。

グローバル化を推進するために、外国
人留学生に対しては、学生寮の量的・
質的改善を行うなど、学びやすい修学
環境、生活環境を整備するほか、留学
や海外でのインターンシップ等を希望
する日本人学生に対しては、専門性の
高いスタッフや他機関等と連携して、
海外生活に関する相談や海外企業との
交渉など留学支援体制の構築を図り、
海外留学等を促進する。

留学生の受入増に向けて、有効な修学
支援となるように、留学生に対する生
活実態調査等の実施について検討する
とともに、学内資産を留学生用に有効
に活用できないか検討する。

Ⅳ Ⅳ

○留学生委員
会、施設計画
委員会
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平成２８年度　年度計画に係る業務実績評価ランク一覧表

分野
年度計画

番号
中期目標 中期計画 年度計画 担当委員会自己評定

計画・評価委員会
評価ランク

関係委員会

教育

G-1-2 学部学生、大学院生並びに留学生の学
習環境を改善するとともに、社会人・
職業人として、教育研究で得た知識と
技術を実務に活かせるように多様な選
択に対応した進路指導を充実させる。

グローバル化を推進するために、外国
人留学生に対しては、学生寮の量的・
質的改善を行うなど、学びやすい修学
環境、生活環境を整備するほか、留学
や海外でのインターンシップ等を希望
する日本人学生に対しては、専門性の
高いスタッフや他機関等と連携して、
海外生活に関する相談や海外企業との
交渉など留学支援体制の構築を図り、
海外留学等を促進する。

本学における海外留学、海外インター
ンシップの情報等を管理・運営する組
織体制等の在り方について検討する。
併せて、海外留学を促進するため、留
学や海外インターンシップの参加実態
及び参加の障害となっている事項等を
把握する。

Ⅳ Ⅳ

〇留学生委員
会、グローバ
ル人材育成推
進室、キャリ
ア開発室

教育

G-2-1 学部学生、大学院生並びに留学生の学
習環境を改善するとともに、社会人・
職業人として、教育研究で得た知識と
技術を実務に活かせるように多様な選
択に対応した進路指導を充実させる。

教育研究で得た知識と技術を着実に実
務に活かせるように教学と学生支援の
協働を強化して進路支援体制の充実を
図るとともに、平成３３年度には、学
部生及び大学院生ともインターンシッ
プに参加する学生を、平成２７年度に
比し１０％増加させるように学生への
支援のほか、協力企業等の開拓と連携
を強化する。

全学科のインターンシップの単位化及
び促進に向けた制度設計について、問
題点等を整理し、教学と進路支援の連
携強化について検討する。
また、ジェネリックテスト(社会及び職
業生活を生き抜くための基礎力の測
定）全学的導入に向けて検討する。
さらに平成２７年度で終了する文部科
学省科学技術人材育成費補助事業「ポ
ストドクター・キャリア開発事業」を
見直しの上、継続して実施する。

Ⅲ Ⅲ

〇進路指導対
策委員会、全
学教育・ＦＤ
委員会、大学
院教務委員
会、（学部）
教務委員会、
キャリア開発
室

教育

H-1-1 学部学生、大学院生並びに留学生の個
別・多様な修学環境に配慮した支援を
充実させる。

学修の定量的評価や指導体制の強化を
図るため、組織的な学修支援体制を見
直すとともに、学習状況を学生と教員
相互で確認できる学修カルテやポート
フォリオを構築し、多様な修学支援を
実施する。

平成２９年度の環境・エネルギーに関
する新学部設置を柱とする大学改革に
伴い、学修支援体制を見直すととも
に、新学務システムの稼働に伴い、同
システムの活用による修学支援の有用
性の評価、課題の整理を行う。

Ⅲ Ⅲ

〇全学教育・
ＦＤ委員会

教育

H-2-1 学部学生、大学院生並びに留学生の個
別・多様な修学環境に配慮した支援を
充実させる。

経済的に困窮している学生、障害のあ
る学生、育児等と修学の両立を目指す
学生など、個別・多様な修学環境に配
慮した支援を実施する。また、優秀な
留学生が日本で勉学に専念できるよう
に留学生に対する生活支援強化策とし
て、大学独自の奨学金等の制度を増加
させる。

平成２７年度に行った修学支援実態調
査から抽出された課題について、具体
的な支援策を検討する。また、障害者
差別解消法の実施に伴い、学生ボラン
ティアなど障害者支援体制の在り方に
ついて検討を行う。

Ⅳ Ⅳ

〇学生支援委
員会、留学生
委員会、男女
共同参画推進
室

教育

H-3-1 学部学生、大学院生並びに留学生の個
別・多様な修学環境に配慮した支援を
充実させる。

協働学習など多様な学習要求に応じる
スペースの設置・運用等により学生の
学修への積極的な動機付け、主体的な
学修のベースとしての図書館の機能を
強化する。

図書館を活用した個人学習・グループ
学習等の実態についてアンケートを行
う。 Ⅲ Ⅲ

〇附属図書館
運営委員会、
学生支援委員
会
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平成２８年度　年度計画に係る業務実績評価ランク一覧表

分野
年度計画

番号
中期目標 中期計画 年度計画 担当委員会自己評定

計画・評価委員会
評価ランク

関係委員会

教育

I-1-1 海洋及び海洋に関連する分野に強い関
心を抱き、高い志と資質を持った国内
外の優秀な者を、評価方法を明確にし
たアドミッション・ポリシーにもとづ
いて的確に選抜する。

【学士課程】
海洋に関する深い科学的知識を持ち、
国際的に活躍できる高度な人材を養成
すべく、アドミッション・ポリシーを
明確化するとともに、入学者志願動
向、入学後の修学状況、卒業後の進路
などの情報をデータベース化し、推
薦、AO（アドミッション・オフィ
ス）入試、編入学等の存続を含め、多
面的・総合的な選抜への転換に向けた
入試方法の改善を積極的に行う。ま
た、高校在学中の長期留学経験者の特
別枠の設置、あるいは外部英語資格試
験の適切かつ効果的な活用など、国際
性も含めて、多様な選考方法の導入を
段階的に図っていく。

新学部を含めた３学部の入試を適切に
実施する。さらにアドミッション・ポ
リシーの明確化に向けた検討を行うと
ともに入試方法の改善に向けた各種情
報のデータベース化を図る。

Ⅳ Ⅳ

〇全学入学試
験委員会、全
学教育・ＦＤ
委員会、進路
指導対策委員
会

教育

I-2-1 海洋及び海洋に関連する分野に強い関
心を抱き、高い志と資質を持った国内
外の優秀な者を、評価方法を明確にし
たアドミッション・ポリシーにもとづ
いて的確に選抜する。

【大学院課程】
時代や社会に機動的に対応でき、地球
規模での海洋に関わる諸問題の解決に
創造的に立ち向かい、かつ、海洋とそ
の関連産業分野における先端領域を切
り拓く、意欲と能力を持つ学生を求め
るため、海洋科学技術とその周辺分野
に強い関心を抱く者を積極的に国内外
から入学させるよう学力検査の見直し
を図るなど入試方法の改善を行う。

アドミッション・ポリシーの明確化に
向けた検討を行うとともに入試方法の
改善に向けたデータ（情報）の整理を
行う。

Ⅳ Ⅳ

〇大学院入学
試験委員会、
全学入学試験
委員会、留学
生委員会

研究

J-1-1 海洋科学技術に関わる環境・資源・エ
ネルギーを核とした領域とその周辺領
域の基盤及び応用的研究水準を高め、
我が国及び国際社会の発展に貢献す
る。

大学ランキング（The Times Higher
Education - Thomson
Reuters(THE-TR)）等における研究
評価指標を考慮した海洋科学技術に関
わる研究水準の質の向上を行うととも
に、トップ１０％論文数（論文の被引
用回数が各分野、各年で上位１０％に
入る論文の数）及び教員一人当たりの
論文数を第２期中期目標・中期計画期
間中の平均値より上回るものにする。
トップ１０％論文の対象教員には表彰
あるいは管理運営業務の軽減化等のイ
ンセンティブを実施する。

第２期中期目標・中期計画期間中の論
文状況（論文数、被引用数）を基とし
て大学ランキングに関するデータ等を
構築する。

Ⅲ Ⅲ

研究推進委員
会

研究

J-2-1 海洋科学技術に関わる環境・資源・エ
ネルギーを核とした領域とその周辺領
域の基盤及び応用的研究水準を高め、
我が国及び国際社会の発展に貢献す
る。

実績のある個別研究を学内重点研究プ
ロジェクトとして認定し、イノベー
ションの創出につながる研究成果の実
用化に向け、競争的資金を確保できる
ようリサーチ・アドミニストレーター
を配置する等の支援体制を構築する。

イノベーションの創出につながる実用
化が期待される学内の研究課題を重点
研究プロジェクトに認定する。

Ⅲ Ⅲ

研究推進委員
会
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平成２８年度　年度計画に係る業務実績評価ランク一覧表

分野
年度計画

番号
中期目標 中期計画 年度計画 担当委員会自己評定

計画・評価委員会
評価ランク

関係委員会

研究

J-3-1 海洋科学技術に関わる環境・資源・エ
ネルギーを核とした領域とその周辺領
域の基盤及び応用的研究水準を高め、
我が国及び国際社会の発展に貢献す
る。

IR(インスティテューショナル・リサー
チ)室の設置及び科研費獲得に実績のあ
る教員等で構成した専門チームの編成
など、科研費の獲得を支援する体制の
整備に加えて、科研費獲得実績に応じ
た表彰や研究費の増額等のインセン
ティブを実施することにより、科研費
の採択率を第２期中期目標・中期計画
期間中の平均値より増加させる。

IR(インスティテューショナル・リサー
チ)室を設置するとともに、第２期中期
目標・中期計画期間中の科研費獲得状
況及び獲得へ向けた支援策の効果につ
いて検証する。 Ⅲ Ⅲ

研究推進委員
会

研究

J-4-1 海洋科学技術に関わる環境・資源・エ
ネルギーを核とした領域とその周辺領
域の基盤及び応用的研究水準を高め、
我が国及び国際社会の発展に貢献す
る。

表彰や研究費の増額等のインセンティ
ブを実施するとともに申請書作成の支
援を行う体制を整備することで、教職
員の意識を高めつつ競争的資金への申
請件数及び１千万円以上の共同研究等
の外部資金獲得件数を、第２期中期目
標・中期計画期間中の平均値より増加
させる。

第２期中期目標・中期計画期間中に実
施した表彰や研究費の増額等のインセ
ンティブの効果及び競争的資金への申
請支援体制について検証する。

Ⅲ Ⅲ

研究推進委員
会

教育

K-1-1 人類が直面する環境汚染、地球温暖
化、食料、輸送等の諸問題の解決に貢
献するため世界が注目する海洋科学技
術研究における中核的拠点を形成す
る。

国際競争力強化のための新たな海洋産
業人材育成組織の構築など海洋科学技
術研究における国際的な中核的拠点を
形成するために、国際交流推進室など
国際連携研究を支援する体制の整備を
行い、教員配置戦略会議による方針に
基づいてそれに向けた教員の配置を実
施する。

教育研究等における国際交流業務を検
討し、国際交流推進室など国際連携研
究を支援する体制の整備の準備を行
う。

Ⅳ Ⅳ

〇国際交流等
推進委員会、
事務局

研究

L-1-1 質の高い研究を行う観点から、産学連
携等の共同研究や大学の枠を超えた施
設・設備の共同利用を実施する。

学内研究設備、研究施設の学外との共
同利用を促進するために、利用規則の
改正やWebサイトによる利用案内など
を整備し、共同利用実績を第２期中期
目標・中期計画期間中の平均値より増
加させる。

関連機関との学内研究設備、研究施設
の共同利用を促進するため、利用にあ
たっての課題を把握する。

Ⅲ Ⅲ

〇研究推進委
員会、共同利
用機器セン
ター運営委員
会、事務局

研究

M-1-1 教員の配置に当たり、女性、若手、外
国人等を積極的に採用し、多様な教員
構成とする。

女性教員、若手教員（４０才以下）、
外国人教員を積極的に採用するための
体制（教員配置戦略会議の利用及び部
門（教員所属組織）へのインセンティ
ブなど）を整備するとともに、人員配
置計画に基づき、女性教員比率、若手
教員比率及び外国人教員比率を第２期
中期目標・中期計画期間中の平均値よ
り増加させる。

教員配置戦略会議の利用及び部門への
インセンティブなど、女性教員、若手
教員、外国人教員を積極的に採用する
ための体制、仕組みを整備する。

Ⅲ Ⅲ

〇事務局、男
女共同参画推
進室
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平成２８年度　年度計画に係る業務実績評価ランク一覧表

分野
年度計画

番号
中期目標 中期計画 年度計画 担当委員会自己評定

計画・評価委員会
評価ランク

関係委員会

研究

N-1-1 全国の海洋産業に関わる地域等との産
官学にわたる多様な連携を充実拡大
し、本学の海洋に関する教育研究拠点
としての役割に鑑み、教育研究の成果
と設備資源をもって地域社会及び関連
産業界へ貢献する。

産学・地域連携推進機構を軸に、リ
サーチ・アドミニストレーター等のイ
ノベーションを促進する人材の育成体
制の整備とともに全国の海洋・海事・
水産に関わる産業における事業化や教
育・研究機関、自治体等との連携によ
る過疎・高齢化に対応した地域活動を
支援拡充し、教育研究を通じた社会貢
献の情報プラットフォームとしての機
能を充実させる。

科学技術人材育成のコンソーシアムの
構築事業（研究支援人材育成プログラ
ム）において、実践的研究支援人材の
安定的確保の推進を目的とし、研究支
援人材をコンソーシアム構成機関等が
実施しているプロジェクト等の組織・
運営に参加させる。
また、プロジェクト等の活動を通し
て、専門性の高い高度なスキル（研究
活動の企画・マネジメント、研究成果
活用の促進、知的財産のマネジメント
等）の確保を推進する。

Ⅳ Ⅳ

〇産学・地域
連携推進機構
運営委員会、
社会貢献委員
会

研究

N-2-1 全国の海洋産業に関わる地域等との産
官学にわたる多様な連携を充実拡大
し、本学の海洋に関する教育研究拠点
としての役割に鑑み、教育研究の成果
と設備資源をもって地域社会及び関連
産業界へ貢献する。

民間企業等との共同研究の受け入れを
毎年度１００件以上行い、教育や研究
の成果に基づく知的財産・特許等の実
施許諾件数を第２期中期目標・中期計
画期間中の平均値より増加させる。

共同研究を平成２８年度中に１００件
以上行い、学内の研究情報を外部へ積
極的に発信する。
また、特許等の実施許諾件数に関する
実績を検証し、課題等を抽出するとと
もに、特許情報を集約化し情報発信を
行う。

Ⅲ Ⅲ

研究推進委員
会

研究

N-3-1 全国の海洋産業に関わる地域等との産
官学にわたる多様な連携を充実拡大
し、本学の海洋に関する教育研究拠点
としての役割に鑑み、教育研究の成果
と設備資源をもって地域社会及び関連
産業界へ貢献する。

全学の社会貢献活動を一元的に管理す
る支援体制を整備し、ICTや大学が保
有する施設、学術的・人的資産を積極
的に利活用することで、社会への教育
や研究のアウトリーチを目指した専門
知識等の情報発信を強化し、海洋関連
産業等の発展に貢献する。

現状の社会貢献活動を整理・検証し、
社会貢献活動を一元的に管理する支援
体制の構築を検討する。また、ICTや
大学保有施設、学術的・人的資産を積
極的に活用する情報発信方法を検討す
る。

Ⅲ Ⅲ

〇社会貢献委
員会、広報委
員会、研究推
進委員会、附
属図書館運営
委員会
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平成２８年度　年度計画に係る業務実績評価ランク一覧表

分野
年度計画

番号
中期目標 中期計画 年度計画 担当委員会自己評定

計画・評価委員会
評価ランク

関係委員会

研究

N-4-1 全国の海洋産業に関わる地域等との産
官学にわたる多様な連携を充実拡大
し、本学の海洋に関する教育研究拠点
としての役割に鑑み、教育研究の成果
と設備資源をもって地域社会及び関連
産業界へ貢献する。

日本近海から南極海にまで及ぶ各海域
での実習教育・調査研究を行い、教育
関係共同利用拠点としても認定されて
いる練習船及び、東京のキャンパスで
は経験できないフィールドでの実践教
育と先端研究を行う水圏科学フィール
ド教育研究センターなどの学内施設・
設備を国の財政措置の状況等を踏まえ
ながら整備し、効果的な運用を行うこ
とで、国際的な海洋調査などの共同研
究及び、リサーチ・アドミニストレー
ターの育成などの大学間連携、海洋・
海事・水産に関わる関連産業界との連
携を推進する。
これにより、教育研究の成果を地域や
関連産業に還元するなど質の高い社会
貢献を行う。

教育研究資源である練習船や水圏科学
フィールド教育研究センターなどの学
内施設・設備の現状を把握し、効果的
な運用を検討する。

Ⅲ Ⅲ

〇研究推進委
員会、社会貢
献委員会、船
舶運航セン
ター運営委員
会、海洋シス
テム観測研究
センター運営
委員会、産学
地域連携推進
機構運営委員
会

教育

O-1-1 国内外の優秀な学生を集めて、国際的
に活躍できる人材を育成する。

グローバル化に対応した教育を提供す
るため、海外の大学との連携により、
海外への学生派遣数と受入学生数を第
２期中期目標・中期計画期間よりも増
加させるとともに、ダブルディグリー
などの制度を整備することで国際的に
通用する学位プログラムとしての学
部・大学院教育を確立し、学生の質を
保証する体系を整備する。

これまでの在籍学生の海外派遣及び海
外からの留学生受入れにかかる課題等
を整理する。また、ダブルディグリー
等の共同学位プログラムの実施に向け
て、海外の大学との連携協議を進め
る。 Ⅲ Ⅲ

〇留学生委員
会、全学・教
育ＦＤ委員
会、グローバ
ル人材育成推
進室

教育

O-2-1 国内外の優秀な学生を集めて、国際的
に活躍できる人材を育成する。

学生の語学力向上や海外インターン
シップ派遣等を支援するグローバル人
材育成推進室及びグローバルコモンの
機能を強化しつつ、国際交流協定機
関、海洋関連産業界や地域社会等との
連携を通じて海外に派遣した日本人学
生には現地で、留学生には日本でイン
ターンシップを実施することにより、
海洋を知り、守り、利用する各領域で
社会のニーズに対応して活躍する研究
者や高度専門技術者を育成するための
教育を展開する。

学生の語学力向上や海外インターン
シップ派遣等を支援する取組みを実施
するとともに、グローバル人材育成推
進室のこれまでの成果を検証し、国際
交流推進室などの支援体制の整備の準
備を行う。また、留学生に対するイン
ターンシップを実施する。 Ⅳ Ⅳ

〇グローバル
人材育成推進
室、全学・教
育ＦＤ委員
会、留学生委
員会、国際交
流等推進委員
会、キャリア
開発室
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平成２８年度　年度計画に係る業務実績評価ランク一覧表

分野
年度計画

番号
中期目標 中期計画 年度計画 担当委員会自己評定

計画・評価委員会
評価ランク

関係委員会

教育

P-1-1 国内外の海洋関連分野の教育研究機関
との連携を強め、国際的に優れた研究
成果を創出する人材を育成する。

国際交流協定校を中心とする海外の大
学と連携した短期留学や海外インター
ンシップを基に、国際交流支援部門を
強化することにより、日本人学生と外
国人学生の交流を通じた高度専門職業
人を養成する協働教育を展開する。

在籍学生の海外派遣を実施するととも
に、日本人学生と外国人留学生の交流
事業の検討を行う。また、グローバル
人材育成推進事業終了後の海外イン
ターンシップを含む学生の短期海外派
遣プログラムの在り方について検討す
る。

Ⅲ Ⅲ

〇留学生委員
会、全学・教
育ＦＤ委員
会、グローバ
ル人材育成推
進室、キャリ
ア開発室

教育

P-2-1 国内外の海洋関連分野の教育研究機関
との連携を強め、国際的に優れた研究
成果を創出する人材を育成する。

国際交流協定校を中心とする海外の大
学、研究機関等との国際的なネット
ワークを活用し、留学生の受け入れ体
制の充実、日本人学生及び教職員の海
外派遣の拡大を推進するとともに、教
員の海外研究者との共同発表論文数を
第２期中期目標・中期計画期間中の平
均値より増加させる。

留学生の受入れ及び在籍学生、教職員
の海外派遣の体制の充実について検討
を行う。

Ⅲ Ⅲ

〇国際交流等
推進委員会、
留学生委員会

研究

P-2-2 国内外の海洋関連分野の教育研究機関
との連携を強め、国際的に優れた研究
成果を創出する人材を育成する。

国際交流協定校を中心とする海外の大
学、研究機関等との国際的なネット
ワークを活用し、留学生の受け入れ体
制の充実、日本人学生及び教職員の海
外派遣の拡大を推進するとともに、教
員の海外研究者との共同発表論文数を
第２期中期目標・中期計画期間中の平
均値より増加させる。

国際共著論文状況に関するデータ（論
文数、被引用数）を構築する。

Ⅲ Ⅲ

研究推進委員
会

管理

Q-1-1 法人の教育、研究及び社会貢献の機能
強化を円滑にかつ効率的に実施するた
めガバナンス体制を構築する。

円滑な大学運営のため、学長のリー
ダーシップの発揮・推進の観点から改
定した学部長選出方法について検証す
るとともに、副学長の役割についても
見直しを行うなど学長の補佐体制を強
化する。

平成２７年度に実施した学部長・研究
科長の選考方法の見直しを踏まえ、そ
の結果を検証し、学長の補佐体制につ
いて検討する。 Ⅲ Ⅲ

事務局

管理

Q-2-1 法人の教育、研究及び社会貢献の機能
強化を円滑にかつ効率的に実施するた
めガバナンス体制を構築する。

延べ会議時間を短縮し効率的な意思決
定を行うため、審議事項を整理再編成
し学部当たり委員会の数を平成３１年
度末までに平成２７年度に比べ２０％
削減する。

現状把握のため、委員会の審議事項等
を調査し、見直し案の作成を行う。

Ⅳ Ⅳ

事務局

管理

Q-3-1 法人の教育、研究及び社会貢献の機能
強化を円滑にかつ効率的に実施するた
めガバナンス体制を構築する。

学外者の意見を法人の機能強化とガバ
ナンス体制の構築に適切に反映させる
ため、学外者の意見について役員会等
で実効性を検証し、意見聴取した学外
者のチェックを含むPDCAサイクルを
確実に実行するとともに、学外者の意
見及び対応状況をWebサイト上で公開
する。

経営協議会学外委員、新学部設置のた
めのアドバイザリーボード委員、教員
配置戦略会議学外委員などの学外有識
者からの意見を集約する体制を構築す
る。 Ⅲ Ⅲ

事務局
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平成２８年度　年度計画に係る業務実績評価ランク一覧表

分野
年度計画

番号
中期目標 中期計画 年度計画 担当委員会自己評定

計画・評価委員会
評価ランク

関係委員会

管理

Q-4-1 法人の教育、研究及び社会貢献の機能
強化を円滑にかつ効率的に実施するた
めガバナンス体制を構築する。

監事が、財務や会計だけではなく、教
育研究や社会貢献の状況、学長選考方
法や大学内部の意思決定システムをは
じめとした大学のガバナンス体制等に
ついての監査が円滑にできるよう、学
内における会議及び委員会に関する全
開催日程を事前に把握できる仕組みを
構築することなどにより、監事機能を
強化する。

監事が学内の諸会議に出席できる機会
をより一層増やすため、定期的に開催
する全学的な会議・委員会について
は、予め年間日程を決め、監査室を通
して監事に連絡する。また、各担当部
署が全学的な会議・委員会の開催通知
を連絡する際は必ず監査室にも連絡す
るよう周知徹底を行い、監査室を通し
て監事が全開催日程を漏れなく把握で

Ⅲ Ⅲ

将来計画委員
会

管理

R-1-1 法人運営の迅速かつ円滑な実行のため
に、新しい人事制度等を導入する。

教員人事の一元化を行い、学長主導の
教員配置戦略会議で教員配置計画を策
定し、教員を配置する。

教員人事の一元化を行い、学長主導の
教員配置戦略会議において、大学の戦
略ビジョンによる教育・研究ニーズと
社会の人材・研究ニーズを確認し、教
員配置計画を策定する。

Ⅲ Ⅲ

事務局

管理

R-2-1 法人運営の迅速かつ円滑な実行のため
に、新しい人事制度等を導入する。

教員組織を効率的・合理的に運営する
ために、教育、研究、社会貢献もしく
は管理運営の各分野における各教員の
役割分担を考慮した自己評価制度を基
に新たな全学的業績評価体制を構築す
る。

新たな業績評価体制を検討・構築する
とともに、各活動分野における各教員
の役割分担に配慮した新たな全学的評
価指針を策定し、評価を実施する。 Ⅲ Ⅲ

事務局

管理

R-3-1 法人運営の迅速かつ円滑な実行のため
に、新しい人事制度等を導入する。

承継職員や新たに雇用する外国人教員
に対し、適切な業績評価に基づく年俸
制の導入をさらに進めるとともに、混
合給与制度を導入する。

年俸制やクロスアポイントメント制度
を推進するとともに、制度の点検を実
施し、改善を図る。 Ⅲ Ⅲ

事務局

管理

S-1-1 海洋開発産業に関わるグローバルに活
躍する人材を育成するための新たな組
織を構築する。

国際競争力強化のための海洋産業人材
育成組織を構築するため、新学部の創
設など、既存の学部・大学院組織を再
編し海上から海底下までの海洋に関す
る総合的な教育研究を行う新たな教育
研究組織へ移行する。

海洋資源環境学部（仮称）について、
外国人を含む新規分野担当教員の採用
及び教育プログラムの実施準備を行う
とともに、設置に必要な手続をとる。 Ⅲ Ⅲ

〇大学改革準
備委員会、将
来計画委員会

管理

T-1-1 組織の必要性等について不断に検証・
検討することのできる体制を確立す
る。

役員会等において全学的な臨時または
常設の委員会等の存廃等について毎年
検討し、確実に実施する。全学的な委
員会や各学部等の委員会は作業部会等
の下部組織の必要性等について毎年検
証する。

現状把握のため、委員会の審議事項等
を調査し、見直し案の作成を行うとと
もに、委員会等及びその下部組織の必
要性について検証する。 Ⅳ Ⅳ

事務局

管理

U-1-1 職員の適切な人事評価に応じた処遇を
行うとともに、新たな組織に効率的か
つ合理的に対応するために、新たな事
務体制を整備する。

本学の推進する全学的な改革（国際競
争力強化のための海洋産業人材育成組
織の構築）に対応するため、学内の教
育研究組織をサポートする事務管理体
制を整備する。

新学部の設置を見据え、事務管理体制
を検証し、事務組織の再編を検討す
る。 Ⅲ Ⅲ

事務局
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平成２８年度　年度計画に係る業務実績評価ランク一覧表

分野
年度計画

番号
中期目標 中期計画 年度計画 担当委員会自己評定

計画・評価委員会
評価ランク

関係委員会

管理

U-2-1 職員の適切な人事評価に応じた処遇を
行うとともに、新たな組織に効率的か
つ合理的に対応するために、新たな事
務体制を整備する。

人事評価に関する職員の理解度を高め
るため人事評価結果を各部署にフィー
ドバックするなど透明性を高めた評価
制度を確立する。

人事評価に関する職員の理解度を深め
るための評価制度に関する研修会・人
事評価結果の各部署へのフィードバッ
ク等を実施するとともに、職員の処遇
に反映させる仕組みを構築する。

Ⅲ Ⅲ

事務局

管理

V-1-1 事務処理の効率化・合理化を進める。 他大学等と連携した共同調達の強化・
推進などの業務改善により事務の効率
化・合理化を進める。

これまでの業務改善の取り組みを確認
するとともに、他大学等と連携した共
同調達の強化・推進などの業務改善の
検討を行う。 Ⅲ Ⅲ

事務局

研究

W-1-1 教育・研究・社会貢献等の円滑な実施
や大学の管理運営のため、外部資金等
の自己収入の増加を図る。

学長主導により、戦略的に外部資金を
獲得するため、外部資金獲得に高い実
績を有する教員等による専門チームを
組織するなど、申請作業のサポートや
実施体制の整備を行う。特に東京海洋
大学基金については、修学支援等に係
る基金について専門チームを編成する
など、積極的な獲得に取り組む。

学長主導により、戦略的に外部資金を
獲得するため、外部資金獲得に高い実
績を有する教員等による専門チームを
組織する。

Ⅲ Ⅲ

研究推進委員
会

管理

W-1-2 教育・研究・社会貢献等の円滑な実施
や大学の管理運営のため、外部資金等
の自己収入の増加を図る。

学長主導により、戦略的に外部資金を
獲得するため、外部資金獲得に高い実
績を有する教員等による専門チームを
組織するなど、申請作業のサポートや
実施体制の整備を行う。特に東京海洋
大学基金については、修学支援等に係
る基金について専門チームを編成する
など、積極的な獲得に取り組む。

学長主導により、戦略的に基金を獲得
するため、修学支援等に係る基金につ
いて専門チームを組織し、基金獲得な
ど具体的方策の検討を開始する。

Ⅳ Ⅳ

大学基金運営
委員会

研究

W-2-1 教育・研究・社会貢献等の円滑な実施
や大学の管理運営のため、外部資金等
の自己収入の増加を図る。

社会のニーズ等を踏まえ、学内におい
て重点研究課題を選定するほか、研究
の企画立案、知的財産の管理等を行う
人材（PO（プロジェクト・オフィ
サー）、PA（プロジェクト・アドバイ
ザー）など）を育成する。

社会のニーズ等を踏まえ、学内におい
て重点研究課題を選定する。また、研
究の企画立案、知的財産の管理等を行
う人材（PO（プロジェクト・オフィ
サー）、PA（プロジェクト・アドバイ
ザー）など）に必要なスキルを検討
し、学内での位置づけを決定する。

Ⅲ Ⅲ

研究推進委員
会

管理

W-3-1 教育・研究・社会貢献等の円滑な実施
や大学の管理運営のため、外部資金等
の自己収入の増加を図る。

外部資金獲得の一環として学内施設の
貸し出し等を図るためWebサイトを活
用し地域及び全国への情報発信を行
う。

学内施設の貸し出しを図るため、Web
サイトに掲載する貸し出し施設の利用
方法及び貸出業務等を調査し、施設の
貸出指針を策定する。

Ⅲ Ⅲ

事務局
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平成２８年度　年度計画に係る業務実績評価ランク一覧表

分野
年度計画

番号
中期目標 中期計画 年度計画 担当委員会自己評定

計画・評価委員会
評価ランク

関係委員会

管理

X-1-1 事業規模に応じ、運営費交付金に占め
る管理的経費の割合を適正化するため
の抑制策を立て、実施する。

大学改革を踏まえ、業務の見直しを行
うなどにより、決算における一般管理
費率（一般管理費÷経常費用）を国立
大学法人の財務分析上の分類Bグルー
プ（医科系学部を有さず、学生収容定
員に占める理工系学生数が文科系学生
数の概ね2倍を上回る国立大学法人）
の平均以下に抑制する。

前年度の一般管理費の内訳を分析し、
その分析結果等を踏まえて見直しを
行った収支改善計画に基づき、一般管
理費率の抑制を図る。

Ⅲ Ⅲ

財務委員会

管理

Y-1-1 大学が保有する資産・施設等の不断の
見直しに努めるとともに有効活用す
る。

施設の維持・管理費及び使用状況を調
査し、資産の有効活用を推進するため
の改修計画や用途変更売払等の新たな
利用計画を策定・実施する。

施設の維持・管理費及び使用状況等の
調査を実施する。また、調査結果に基
づき、共同利用スペースへの転用やス
ペースチャージを徴収し施設の維持管
理に充てるなど、資産を有効活用する
ための新たな利用計画の策定を行う。

Ⅲ Ⅲ

〇財務委員
会、施設計画
委員会、社会
貢献委員会

研究

Y-2-1 大学が保有する資産・施設等の不断の
見直しに努めるとともに有効活用す
る。

他機関等の教育研究、関連産業の振
興、地域社会の活性化等に貢献するこ
とを目的とし、水圏科学フィールド教
育研究センター（各ステーション）や
練習船等の資産・施設を国内外の関係
機関等と共同利用する。

関連機関との練習船、学内研究設備及
び研究施設の効果的な共同利用を促進
するため、利用にあたっての課題を把
握する。 Ⅳ Ⅳ

○水圏科学
フィールド教
育研究セン
ター運営委員
会、社会貢献
委員会、船舶
運航センター

管理

Z-1-1 組織と個人の両面から、不断の自己点
検・評価を実施するとともに、その点
検・評価方法に関する改善を行う。

教員が横断的に教育研究に参画できる
柔軟な組織体制を強化するため、教員
配置戦略会議において、教員の流動
性、部門間の連携協力を点検・評価す
る仕組みを確立する。

教員配置戦略会議において策定された
教員配置計画及び再配分方針に基づく
教員の配置結果が流動性や部門間の連
携協力体制を強化するものとなってい
るかなどの組織評価を個人活動評価と
連動させた仕組みを策定する。

Ⅲ Ⅲ

事務局

管理

Z-2-1 組織と個人の両面から、不断の自己点
検・評価を実施するとともに、その点
検・評価方法に関する改善を行う。

全学的な組織活動、及び教職員個人の
活動について、自己点検・評価を継続
的に行い、その評価結果を活動改善に
反映させるとともに、その自己点検・
評価方法について見直し、改善を行
う。

年度計画の達成状況について自己点
検・評価を行う。また、その評価結果
を基にして、中期目標・中期計画を着
実に達成するための次年度計画を策定
する。

Ⅲ Ⅲ

〇大学評価委
員会、将来計
画委員会

管理

Z-2-2 組織と個人の両面から、不断の自己点
検・評価を実施するとともに、その点
検・評価方法に関する改善を行う。

全学的な組織活動、及び教職員個人の
活動について、自己点検・評価を継続
的に行い、その評価結果を活動改善に
反映させるとともに、その自己点検・
評価方法について見直し、改善を行
う。

教員の個人活動評価について、評価項
目などの評価方法を見直す。

Ⅲ Ⅲ

大学評価委員
会
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平成２８年度　年度計画に係る業務実績評価ランク一覧表

分野
年度計画

番号
中期目標 中期計画 年度計画 担当委員会自己評定

計画・評価委員会
評価ランク

関係委員会

管理

AA-1-1 大学の実情や果たしている機能等を国
民に分かりやすい形で示すとともに、
積極的に情報発信する。

大学における教育・研究・社会貢献・
管理運営等に関する情報について、広
報を専門とする職員を配置するなど
し、充実させる。

ステークホルダー、イベント参加者等
に対してアンケートを行い、大学にお
ける教育・研究・社会貢献・管理運営
等に関する情報の現状、充実性等につ
いて整理検証し、広報を専門とする職
員の配置を含め、その改善策について
検討を行う。また、広報担当職員のス
キルアップを図るとともに、広報コン
サルティング等により、情報内容・発
信の充実、改善を図るための検討を行
う。

Ⅲ Ⅲ

広報委員会

管理

AA-2-1 大学の実情や果たしている機能等を国
民に分かりやすい形で示すとともに、
積極的に情報発信する。

報道機関等と意見交換を行うなど、公
開した情報が国民に分かりやすいもの
となっているかを確認し、情報発信を
改善するためのPDCAサイクルを構築
する。

現状の公開した情報が、分かりやすい
ものとなっているか、或いは、ニーズ
に対応した情報が発信されているか等
を把握するため、報道機関等との意見
交換を定期的に行うとともに、情報受
信者に対しアンケート調査を実施する
ことにより、情報発信の現状確認を行
い、改善策を検討する。

Ⅲ Ⅲ

広報委員会

管理

AA-3-1 大学の実情や果たしている機能等を国
民に分かりやすい形で示すとともに、
積極的に情報発信する。

教育・研究成果を電子的形態で保存・
発信するデジタルアーカイブである東
京海洋大学学術機関リポジトリOACIS
を用いて、本学の教育・研究成果等を
発信する。また、科研費による研究成
果等の収録を推進するなど、内容の充
実を図る。

科研費による研究成果等をリポジトリ
OACISを用いて公開するために現状を
調査し課題を把握する。

Ⅲ Ⅲ

附属図書館運
営委員会

管理

AB-1-1 キャンパスマスタープランを充実させ
教育研究の施設や環境の整備・充実を
図るとともに、適切な管理運営を行う
ための施設マネジメントを推進する。

計画的な施設整備推進のための方策を
策定し、共同利用化を推進するととも
に、大型教育研究施設の維持管理を行
い、新学部等における教育・研究の機
能強化に結び付く新たな活用法を検討
し国の財政措置の状況を踏まえた施設
整備を推進する。

施設の実態調査を行い、調査結果に基
づき緊急度、優先度及び維持管理費の
平準化を考慮した修繕計画を策定す
る。

Ⅲ Ⅲ

○研究推進委
員会、施設計
画委員会

管理

AB-2-1 キャンパスマスタープランを充実させ
教育研究の施設や環境の整備・充実を
図るとともに、適切な管理運営を行う
ための施設マネジメントを推進する。

施設の老朽化対策や費用対効果を考慮
した施設設備の整備方策等を、資金の
確保も含めて策定し、キャンパスマス
タープランを充実させる。

施設の老朽化対策に向けた資金確保の
検討を行う。また、多様な財源を活用
した整備手法の導入を検討する。 Ⅲ Ⅲ

〇施設計画委
員会、財務委
員会
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平成２８年度　年度計画に係る業務実績評価ランク一覧表

分野
年度計画

番号
中期目標 中期計画 年度計画 担当委員会自己評定

計画・評価委員会
評価ランク

関係委員会

管理

AC-1-1 事故等を未然に防止するための安全管
理体制の強化を図るとともに、教職
員・学生の意識向上を通じた安全文化
の醸成を行う。

事故等を未然に防止するための規則や
個別マニュアルを点検・拡充し、パン
フレット（Web版）等によって規則等
の周知を徹底するとともに、初任者研
修及び新入生研修（外国人留学生を含
む）を義務化する。

危機管理基本マニュアルの整備、危機
管理個別マニュアルの整備、危機管理
体制の責任の明確化、危機管理体制の
点検チェックを行う。また、教職員・
学生の意識向上させるため、危機管理
対応パンフレットの配布、Web等への
掲載の他、安全管理体制の講習や研修
等を採用・入学時に開催するなど、教
職員・学生への啓発活動を行う。

Ⅲ Ⅲ

〇危機管理委
員会、学生支
援委員会、留
学生委員会

管理

AC-2-1 事故等を未然に防止するための安全管
理体制の強化を図るとともに、教職
員・学生の意識向上を通じた安全文化
の醸成を行う。

外部専門家による教育を充実させると
ともに訓練の体験を通して、ヒヤリ
ハット事例の水平展開等を行い教職
員・学生の安全管理への危機意識を向
上させる。また、教職員・学生の参加
率を高めるため、取り組み内容の見直
しなどを行う。

事故等を未然に防止するため、外部専
門家による教育訓練を実施するととも
に、ヒヤリハット事例の水平展開等を
考慮した防災訓練の計画・実施する。
また、訓練で得られた意見等を踏ま
え、防災訓練の自己評価及び改善を行
う。

Ⅲ Ⅲ

危機管理委員
会

管理

AD-1-1 安心・安全な教育・研究環境を維持す
るため有害薬品等の適正な管理を行
う。

有害薬品等の安全管理意識の向上及び
適切な管理等を更に徹底するため、薬
品の区分毎に関係法令を踏まえて学内
規程等を見直し、関係教職員・学生を
対象とした講習会を毎年開催する。

有害薬品等の管理状況の監査を実施す
る。また、学生・関係教職員（外国人
を含む）向けに有害薬品等の取扱講習
会を入学・採用時に開催するととも
に、薬品取扱い等に関する新規情報の
メール周知等を図る。

Ⅲ Ⅲ

〇環境保全委
員会、危機管
理委員会

管理

AE-1-1 法令遵守（コンプライアンス）の徹底
及び危機管理体制の機能を充実・強化
するとともに、不正を事前に防止する
体制、組織の管理責任体制を整備す
る。また、情報セキュリティ対策を強
化する。

法令遵守（コンプライアンス）を徹底
するために各部局における責任体制を
明確にし、部局内における危機管理体
制を整備するとともに、教職員の意識
を向上させるために、チェックリスト
配布、アンケート調査の定期的実施、
グローバル化に伴う危機管理のマニュ
アルの整備を行うなど危機管理体制の
機能を充実・強化する。

グローバル化に伴う危機管理基本マ
ニュアルの整備、危機管理個別マニュ
アルの整備、部局における危機管理体
制の責任の明確化を行った上で、リス
ク別教育・訓練の計画を立案する。

Ⅲ Ⅲ

危機管理委員
会

研究

AE-2-1 法令遵守（コンプライアンス）の徹底
及び危機管理体制の機能を充実・強化
するとともに、不正を事前に防止する
体制、組織の管理責任体制を整備す
る。また、情報セキュリティ対策を強
化する。

研究における不正行為については、教
員のみならず学生に対して、倫理教育
講習を行う。また、研究費の不正使用
については、定期的にコンプライアン
ス教育等を行うとともに、取引業者か
ら法令遵守、不正に関与しない旨に関
する確認書を徴収する等し、不正を事
前に防止する体制、組織の管理責任体
制の整備等を行う。

CITI Japanプログラムによる研究倫理
教育を、卒業研究に着手する学部４年
生を対象に試行するとともに、大学院
生の受講状況を検証し、完全実施に向
けた対策を検討する。また、平成２７
年度に実施したCITI Japanプログラム
による研究倫理教育を受講した教職員
と大学院生にアンケート調査を実施し
て、問題点を検証する。

Ⅲ Ⅲ

研究不正防止
室会議
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平成２８年度　年度計画に係る業務実績評価ランク一覧表

分野
年度計画

番号
中期目標 中期計画 年度計画 担当委員会自己評定

計画・評価委員会
評価ランク

関係委員会

研究

AE-2-2 法令遵守（コンプライアンス）の徹底
及び危機管理体制の機能を充実・強化
するとともに、不正を事前に防止する
体制、組織の管理責任体制を整備す
る。また、情報セキュリティ対策を強
化する。

研究における不正行為については、教
員のみならず学生に対して、倫理教育
講習を行う。また、研究費の不正使用
については、定期的にコンプライアン
ス教育等を行うとともに、取引業者か
ら法令遵守、不正に関与しない旨に関
する確認書を徴収する等し、不正を事
前に防止する体制、組織の管理責任体
制の整備等を行う。

研究費不正に関するコンプライアンス
教育、取引業者から法令遵守、不正に
関与しない旨に関する確認書の徴収等
を確実に実施する。

Ⅲ Ⅲ

研究不正防止
室会議

管理

AE-3-1 法令遵守（コンプライアンス）の徹底
及び危機管理体制の機能を充実・強化
するとともに、不正を事前に防止する
体制、組織の管理責任体制を整備す
る。また、情報セキュリティ対策を強
化する。

情報セキュリティポリシーに基づい
て、教育研究環境等における情報の適
正な管理と運用を図るため、ネット
ワークへの外部からの侵入検知等の対
策を行うとともに、情報へのアクセス
記録の管理・監査の徹底、全教職員な
らびに全学生を対象としたチェックリ
ストの配布、アンケート調査の定期的
実施により、情報セキュリティを充
実・強化する。

情報セキュリティポリシーに基づく情
報の運用手順の整備、全学および部局
におけるセキュリティ管理体制の責任
を明確化した上で、教育・訓練の計画
を立案する。また、ネットワークへの
外部からの侵入検知体制を立案整備す
る。

Ⅲ Ⅲ

〇情報管理委
員会、情報セ
キュリティ委
員会

管理

AF-1-1 なし 性別、年齢、国籍、障がいの有無等に
とらわれず、また、任期制を活用して
教員人事の流動性・多様性を高める方
策について検討する。

教員の採用は、性別、年齢、国籍、障
がいの有無等にとらわれず、任期制等
を活用した流動性・多様性のある雇用
方策を策定する。

Ⅲ Ⅲ

事務局

管理

AF-2-1 なし 教育研究分野の特色等に合わせた適切
な人材を求めるため、採用は公募制を
原則とし、任期付き教員及び年俸制雇
用教員の範囲の拡大の方向等について
も検討する。

教員の採用は、教育研究分野の特色等
に合わせて適切な人材を求めるため公
募制を原則とし、任期制、年俸制雇用
の拡大を進める。

Ⅲ Ⅲ

事務局

管理

AF-3-1 なし 教員配置戦略会議の計画を基に、広く
社会から適切な人材を求める等、柔軟
で多様な人材の確保を更に進める。

教員配置戦略会議の計画を基に、社会
ニーズを踏まえて広く社会から適切な
人材を求めて柔軟で多様な人材の確保
を行う。

Ⅲ Ⅲ

事務局

管理

AF-4-1 なし 人的資源の確保のため、学長裁量によ
り教員数を一定数確保し、配置する仕
組みを実施する。

人的資源の確保のため、学長裁量によ
り教員数を一定数確保する仕組みを構
築する。 Ⅲ Ⅲ

事務局
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平成２８年度　年度計画に係る業務実績評価ランク一覧表

分野
年度計画

番号
中期目標 中期計画 年度計画 担当委員会自己評定

計画・評価委員会
評価ランク

関係委員会

管理

AF-5-1 なし 事務職員等の採用等については、関東
甲信越地区国立大学法人職員採用試験
のほか、多様な人材を確保するため、
必要に応じて選考採用、有期雇用及び
他機関との人事交流の活用を更に進め
る。また、人材育成を目的に、各種研
修の促進、文部科学省を含む他機関に
おける研修生制度を活用する。

事務職員の採用等にあたり、関東甲信
越地区国立大学法人等職員採用試験の
活用のほか、必要に応じた選考採用、
有期雇用及び他機関との人事交流を行
うとともに、他機関との人事交流をも
とに、多様な業務を経験できる制度を
構築する。

Ⅲ Ⅲ

事務局

管理

AF-6-1 なし 業務の効率化を図るための人員配置及
び外部委託の活用等について検討す
る。

平成２９年度の新学部設置を見据え、
３学部体制に対応した事務組織の編成
を外部委託の活用も含めて検討する。 Ⅲ Ⅲ

事務局

管理
AF-7-1 なし 女性管理職比率を向上させるなど、女

性教職員の活躍を推進する。
女性管理職者の増加方策を検討し、実
施する。 Ⅲ Ⅲ

事務局
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